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ま え が き 

 

  本報告書の目的は、現在のマレーシアにおける主要な労働政策とその実施状況を労働市場

の実態に照らして検討することである。 

 マレーシアでは外交政策や安全保障政策などを除いて多くの政策は長期経済政策の枠組み

の中で立案される。労働政策も例外ではない。現在、実施中の長期経済政策は 2010 年に策定

された「新経済モデル」（NEM、期間：2011～2020 年）で、「先進国＝高所得国」実現を目標

に置いている。高所得国とは 2010 年に 8100 米ドルであった 1 人当たり GNI（国民総所得）

を 2020 年までに 1 万 5000 米ドル以上に引き上げることを意味する。 

  長期経済政策のもう 1 つの重要な柱に人種間の所得格差是正がある。1957 年の独立以来、

ブミプトラ（マレー人）、中国人、インド人の間の経済格差が顕著で、これの是正が常に経済

政策の主要な課題であった。独立から 55 年を経て格差は縮小しているが、依然として格差是

正策が社会的、政治的安定の要の政策となっている。したがって、NEM も先進国＝高所得国

の実現を目指す経済成長政策と、格差是正政策の二面性を帯びた政策である。 

  NEM に盛り込まれた労働政策の要点は以下にある。高所得国の実現には労働集約型産業か

ら高付加価値産業への転換が不可欠。労働集約型産業を可能にしている要因に労働力人口の

25%、310 万人の外国人労働者の存在がある。外国人労働者は技能が低く、低賃金で、近隣

諸国から無尽蔵に供給される。企業はこれに頼って生産性を上げる最新設備に投資しない。

これを打破するため外国人労働者を半減する。同時に解雇規制を緩和し労働市場を柔軟化す

る。不足する労働力は女性、高齢者で補う。女性の労働力率引き上げのためフレキシブルな

働き方ができる制度を整備する。民間企業の定年を 55 歳から法定で 60 歳にする。これによ

り高齢者の労働力率を高める。規制緩和で一時的に増える失業者を支援する失業保険を設け

るとともに、失業者に訓練機会を与え、成長業種への移動を促す。賃上げ促進のため全産業

一律の最低賃金を導入する。 

  NEM はスタートして 3 年目になる。すでに外国人労働者削減のオペレーションが開始さ

れ、最賃導入、60 歳定年制も法制化された。本報告書がマレーシアの労働政策、労働市場を

理解する上で関係者の参考となれば幸いである。 
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